
 

 
 
 
 

早島町財務諸表 
＜総務省方式改訂モデル＞ 

平成２６年度決算 
 
 
 
 
 

平成２８年６月 
岡山県早島町 

 
  



 

 

目     次 
 
 

１ はじめに・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ２ 

２ 貸借対照表（一般会計）・・・・・・・・・・・・・  ３ 

３ 行政コスト計算書（一般会計）・・・・・・・・・・  ８ 

４ 純資産変動計算書（一般会計）・・・・・・・・・ １１ 

５ 資金収支計算書（一般会計）・・・・・・・・・・ １４ 

６ 財務諸表を活用した各指標・・・・・・・・・・・ １８ 

  

1



 

１ はじめに 

地方公共団体の会計制度は、年度を単位とする現金主義であるため、財

政状況を示す指標において、その年度の収入や支出といった現金の動きが

わかりやすい一方、これまでに整備した資産や負債の総体的な把握や行政

サービス提供のために発生したコストの情報が不足していました。  
そこで、平成２２年度決算から「総務省改訂モデル」による財務諸表４

表（資金収支計算書・貸借対照表・行政コスト計算書・純資産変動計算書）

を作成し公表しています。  
 

【財務諸表４表の関係】  

 
 

一般会計の各財務諸表で、町民一人あたりの金額を算出していますが、

基礎となる人口は、年度末の３月３１日現在の住民基本台帳人口（外国人

登録者数を含む。）を用いて平成２５年度を１２，２１４人、平成２６年度
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　・・・

　・・・

　・・・

　・・・
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を１２，２４９人で算出しています。  
 
２ 貸借対照表（一般会計） 

この貸借対照表は、一般会計が保有している財産（資産）とその資産形

成のための財源（負債・純資産）を一覧にしたもので、年度末時点のスト

ックを表しています。  
「資産」は、行政サービスのために既に保有する財産（有形固定資産）

と将来に現金収入として価値のある貸付金、基金、未収金などの財産です。  
「負債」は、将来世代の負担となる地方債や町職員の退職金です。  
「純資産」は、過去及び現世代の資産形成に充てられた町税や国・県か

らの補助金です。  
なお、平成２６年度貸借対照表の詳細につきましては、Ｐ .６に記載して

います。 

（単位：千円） 

借方（財産） 貸方（財源） 

資産 Ｈ25 年度 Ｈ26 年度 負債 Ｈ25 年度 Ｈ26 年度 

公共資産合計 

投資等 合計 

流動資産合計 

 

 

 

 

 

 

 

資産合計 

29,933,611 

1,297,426 

1,504,741 

 

 

 

 

 

 

 

32,735,778 

29,908,246

1,226,923

1,454,047

32,589,216

固定負債合計

流動負債合計

 

負債合計 

4,453,641 

375,215 

 

4,828,856 

4,454,998

360,214

4,815,212

純資産 Ｈ25 年度 Ｈ26 年度 

公共資産等整備国県補助金等

公共資産等整備一般財源等

その他一般財源等

資産評価差額

 

純資産合計 

1,685,535 

27,074,620 

△931,582 

78,349 

 

27,906,922 

1,797,524

26,881,685

△984,763

79,558

27,774,004

 

・資産 

平成２６年度の資産合計は、３２５億８，９２２万円で前年度に対し１

億４，６５６万円減少しています。  
このうち公共資産では、２，５３７万円の減少となっています。これは、

既に形成された資産の当年度の減価償却５億６，８７６万円の減額に当年

度に資産形成された資産５億４，４４７円を加えたことが主な要因です。  
平成２６年度に資産形成された主な事業は、次のとおりです。 
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（単位：千円） 

区 分 事  業  名  称 金 額 

生 活 イ ンフ ラ  

・ 国 土 保全 道路・交通安全施設整備事業 71,464

生 活 イ ンフ ラ  

・ 国 土 保全 深砂公園園路等整備事業 5,594

生 活 イ ンフ ラ  

・ 国 土 保全 町営住宅整備事業 278,616

教 育 小学校パソコン教室整備事業 1,890

教 育 小学校給食調理場機能強化整備事業 6,546

教 育 中学校テニスコート整備事業 4,536

教 育 幼稚園空調設備整備事業 4,547

教 育 コミュニティハウス機能強化事業 4,294

教 育 いかしの舎機能強化事業 15,751

教 育 深砂テニスコート・グラウンド機能強化事業 2,558

福 祉 児童館整備事業 42,346

環境衛生 斎場機能強化事業 3,554

環境衛生 埋立処分地汚水処理施設機能強化事業 1,178

産業振興 水路等整備事業 21,197

消 防 防災行政無線整備事業 19,116

消 防 中学校非常電源施設整備事業 13,338

 

投資等では、７，０５０万円の減額となっています。これは、基金等６，

６５８万円と長期延滞債権５４１万円の減額が主な要因です。 

流動資産は、５，０６９万円の減額となっています。これは、財政調整

基金１，３２３万円増額となったものの、年度末歳計現金６，４８４万円

が減額したことなどによるものです。  
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・負債 

負債合計は、４８億１，５２１万円で前年度に対し１，３６４万円減少

しています。このうち固定負債では、１３６万円の増額となっています。

これは、平成２７年度以降に支払う地方債の増額によるものです。また流

動負債では、１，５００万円の減額となっています。これは、翌年度地方

債償還１，６０４万円の減額と賞与引当金１０４万円の増額の差し引きに

よるものです。  
 

・純資産 

純資産合計は、２７７億７，４００万円で前年度に対し１億３，２９２

万円減少しています。  
このうち公共資産等整備国県補助金等は、１億１，１９９万円の増加と

なっています。既に形成された公共資産の減価償却に伴う６，１７４万円

の減額に当年度形成された資産に対する補助金１億７，３７３万円を加え

たものです。  
公共資産等整備一般財源は、１億９，２９４万円の減額となっています。

これも資産形成された資産の減価償却と当年度形成された資産の差し引き

による減額が主な要因です。  
その他一般財源等は、５，３１８万円の減額となっています。これは、

当年度における臨時財政対策債の借入額が償還額よりも上回っていること

が主な要因です。この数値は臨時財政対策債の借入れにより多くの自治体

においてマイナスとなっています。  
資産評価差額は、１２１万円の増加となっています。これは、無償譲渡

又は寄附された土地の評価に伴う資産が主な要因です。  
なお、資産評価は、固定資産税評価額を用いて算定しています。  

 

・町民一人あたりの資産 

（単位：円）  
借方（財産） 貸方（財源） 

資産 Ｈ25 年度 Ｈ26 年度 負債 Ｈ25 年度 Ｈ26 年度 

公共資産合計 

投資等 合計 

流動資産合計 

 

資産合計 

2,450,762 

106,225 

123,198 

 

2,680,185 

2,441,689

100,165

118,707

2,660,561

固定負債合計

流動負債合計

負債合計 

364,634 

30,720 

395,354 

363,703

29,408

393,111

純資産 Ｈ25 年度 Ｈ25 年度 

純資産合計 2,284,831 2,267,450

5



（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 3,909,324

①生活インフラ・国土保全 10,850,127 (2) 長期未払金

②教育 8,211,464 ①物件の購入等

③福祉 939,272 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 902,569 ③その他

⑤産業振興 4,895,239 長期未払金計 0

⑥消防 154,853 (3) 退職手当引当金 545,674

⑦総務 3,875,674 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産計 29,829,198 固定負債合計 4,454,998

(2) 売却可能資産 79,048

公共資産合計 29,908,246 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 320,814

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 59,232 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 39,400

投資及び出資金計 59,232 流動負債合計 360,214

(2) 貸付金 0

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 4,815,212

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 681,949

③土地開発基金 214,538 [純資産の部]

④その他定額運用基金 4,053 １　公共資産等整備国県補助金等 1,797,524

⑤退職手当組合積立金 234,372

基金等計 1,134,912 ２　公共資産等整備一般財源等 26,881,685

(4) 長期延滞債権 49,879

(5) 回収不能見込額 △ 17,100 ３　その他一般財源等 △ 984,763

投資等合計 1,226,923

４　資産評価差額 79,558

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 27,774,004

①財政調整基金 987,203

②減債基金 304,156

③歳計現金 147,330

現金預金計 1,438,689

(2) 未収金

①地方税 19,270

②その他 188

③回収不能見込額 △ 4,100

未収金計 15,358

流動資産合計 1,454,047

資　　産　　合　　計 32,589,216 負 債 ・ 純 資 産 合 計 32,589,216

貸借対照表
(平成27年3月31日現在)

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

0

0

0
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※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち3,071,527千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 6,526,003 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 4,230,138 千円 4,230,138 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 86,931 千円 0 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 1,897,632 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 0 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 311,302 千円 311,302 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 0 千円 0 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円

　基金等将来負担軽減資産 5,958,748 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 1,524,692 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 56,505 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 4,377,551 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 567,255 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は17,533,969千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は13,310,766千円です。

818,220

2,880

446,753

10,635

13,421

7,092

27,082

1,326,083

283,492

95,598

946,993

1,326,083

0

0

0

93,075

項目 金額

[内訳]

負債計上 注記

【(翌年度償還予定)
地方債・(長期)未払

金・引当金】

【契約債務・
偶発債務】

86,931

1,897,632

0

0
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３ 行政コスト計算書（一般会計） 

行政コスト計算書は、目的別に当年度に資産形成に結びつかない行政サ

ービスにかかる費用（経常行政コスト）と、その行政サービスの直接の対

価（経常収益）がどれほどあるかを表しています。 

行政コスト計算書の詳細につきましては、Ｐ.１０に記載しています。 

（単位：千円） 

経常行政コスト Ｈ25 年度 Ｈ26 年度 増 減 額 

①   人にかかるコスト 

②   物にかかるコスト 

③   移転支出的なコスト 

④   その他のコスト 

合   計 

688,586

1,359,738

1,940,146

59,363

4,047,833

705,322 

1,414,906 

2,046,889 

49,285 

4,216,402 

16,736

55,168

106,743

△10,078

168,569

経 常 収 益 Ｈ25 年度 Ｈ25 年度 増 減 額 

①   使用料・手数料 

②   分担金・負担金・寄附金 

合   計 

93,080

83,336

176,416

89,086 

89,593 

178,679 

△3,994

6,257

2,263

（差引）純経常行政コスト 3,871,417 4,037,723 166,306

 

・経常行政コスト 

平成２６年度の経常行政コストは、４２億１，６４０万円で、前年度に

対し１億６，８５７万円増加しています。 

この内訳は、人にかかるコストで１，６７４万円の増額となっています。

これは、人件費３，８７５万円、賞与引当金繰入金１０４万円の増額に対

し退職手当引当金２，３０５万円の減額よるものです。 

物にかかるコストでは、５，５１７万円の増額となっています。これは、

物件費６，４９１万円の増額に対し維持補修費９０５万円、減価償却費６

９万円の減額によるものです。 

移転支出的なコストでは、１億６７４万円の増額です。これは、社会保

障給付費８，１１０万円、補助金等９７７万円、特別会計への繰出金４９

９万円、他団体への公共資産整備補助金１，０８８万円の増額によるもの

です。 

その他のコストでは、１，００８万円の減額です。これは、地方債の償

還利子５０９万円、回収不能見込額４９９万円の減額によるものです。  
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・経常収益 

経常収益は、１億７，８６８万円で、前年度に対し２２６万円増加して

います。  
この内訳は、使用料・手数料で３９９万円の減額です。幼稚園及び預か

り保育料等教育使用料５３９万円減額などが主な要因です。  
分担金・負担金・寄附金では、６２５万円の増額です。保育園保育料等

民生費負担金４９８万円、寄附金１２７万円の増額が主な要因です。  
 

・純経常行政コスト 

純経常行政コストは、経常行政コストから経常収益を差し引いた４０億

３，７７２万円で前年度に対し、１億６，６３１万円増加しています。 

この純経常行政コスト（収支不足額）は、資産形成に結び付かない国県

補助金や地方税、地方交付税などの一般財源で賄われています。 

 

・町民一人あたりの行政コスト 

（単位：円） 

経常行政コスト Ｈ25 年度 Ｈ26 年度 増減額 

⑤   人にかかるコスト 

⑥   物にかかるコスト 

⑦   移転支出的なコスト 

⑧   その他のコスト 

合   計 

56,377

111,326

158,846

4,860

331,409

57,582 

115,512 

167,107 

4,023 

344,224 

1,205

4,186

8,261

△837

12,815

経 常 収 益 Ｈ25 年度 Ｈ26 年度 増減額 

③   使用料・手数料 

④   分担金・負担金・寄附金

合   計 

7,621

6,823

14,444

7,273 

7,314 

14,587 

△348

491

143

（差引）純経常行政コスト 316,965 329,637 12,672
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４ 純資産変動計算書（一般会計） 

純資産変動計算書は、貸借対照表の「純資産」が１年間でどのように増

減したかについて、財源別に表したものです。  
平成２６年度の純資産残額は、２７７億７，４００万円で、前年度に対

し１億３，２９２万円の減額となっています。  
純資産変動計算書の詳細につきましては、Ｐ.１３に記載しています。 

（単位：千円） 

項     目 Ｈ25 年度 Ｈ26 年度 増減額 

期首純資産残高 27,796,776 27,906,922 110,146

純経常行政コスト 

一般財源 

補助金等受入 

臨時損益 

資産評価差額 

無償受贈資産受入 

その他 

△3,871,417

2,986,433

987,273

1,698

△7,620

13,779

0

△4,037,723 

3,029,151 

875,289 

△844 

744 

465 

0 

△166,306

42,718

△111,984

△2,542

8,364

△13,314

0

期末純資産残高 27,906,922 27,774,004 △132,918

 

・純経常行政コスト 

純経常行政コストは、４０億３，７７２万円となっています。これは、

行政コスト計算書で説明した内容による金額をマイナス計上したものです。 
 

・一般財源 

一般財源は、町税１８億２，１７６万円、地方交付税９億３，２３９万

円と譲与税や地方消費税交付金など２億７，５００万円により３０億２，

９１５万円の収入となっています。  
 

・補助金等受入 

補助金等受入は、国と県からの補助金による収入で８億７，５２９万円

となっています。  
 

・臨時損益 

臨時損益は、土地を売却した時に生じた土地評価額と実際の売却金額と

の差額で８４万円となっています。  

11



 

・資産評価差額 

資産評価差額は、年度末に保有している売却可能資産の資産評価に伴う

７万円、年度末における町が保有する株価評価に伴う６７万円の増額の合

計となっています。  
 

・無償受贈資産受入 

無償受贈資産受入は、早島町に無償で寄附・移管等された土地を資産評

価し加えたもので、４７万円となっています。 

 

・町民一人あたりの純資産変動計算書 

（単位：円） 

区    分 Ｈ25 年度 Ｈ26 年度 増減額 

期首純資産残高 2,275,813 2,278,302 2,489

純経常行政コスト 

一般財源 

補助金等受入 

臨時損益 

資産評価差額 

無償受贈資産受入 

その他 

△316,966

244,509

80,831

139

△623

1,128

0

△329,637 

247,298 

71,458 

△69 

61 

38 

0 

△12,671

2,789

△9,373

△208

684

△1,090

0

期末純資産残高 2,284,831 2,267,451 △17,380
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５ 資金収支計算書（一般会計） 

資金収支計算書は、１年間における現金等の収支の流れを表したもので

「経常収支の部」「公共資産整備収支の部」「投資・財務的収支の部」に区

分して表したものです。  
経常的収支の部では、基本的に黒字となりますが、それ以外の部では赤

字となります。この赤字は、経常的収支の黒字と期首歳計現金残高で賄わ

れます。  
資金収支計算書の詳細につきましては、Ｐ.１７に記載しています。 

（単位：千円） 

区    分 Ｈ25 年度 Ｈ26 年度 増 減 額 

収
支
の
部 

経 
 

常 

支出合計 3,322,564 3,499,814 177,250

収入合計 4,127,928 4,224,314 96,386

経常的収支額 805,364 724,500 80,864

備
収
支
の
部

公
共
資
産
整

 支出合計 729,304 571,896 △157,408

 収入合計 555,834 390,337 △165,497

公共資産整備収支額 △173,470 △181,559 △8,089

的
収
支
の
部 

投
資
・
財
務 

 支出合計 695,615 618,939 △76,676

 収入合計 100,736 11,161 △89,575

投資・財務的収支額 △594,879 △607,778 △12,899

翌年度繰上充用金増減額 0 0 0

当年度歳計現金増減額 37,015 △64,837 △101,852

期首歳計現金残額 175,152 212,167 37,015

期末歳計現金残額 212,167 147,330 △64,837

 

・経常収支の部 

経常収支の部の支出は、３４億９，９８１万円で前年度に対して１億７，

７２５万円の増加となっています。増減の内訳は、人件費３，６３６万円、

物件費６，４９１万円、社会保障給付費８，１１０万円、補助金等９７７

万円の増額に対し、支払利息５０９万円、他会計繰出金７５万円、維持補

修費等のその他支出９０５万円の減額となっています。収入では、４２億

２，４３１万円で前年度に対して９，６３９万円の増加となっています。

主な要因としては、地方税２，８３８万円、国県補助金等１，８４２万円、

基金取崩額５，４９１万円の増加に対し、地方交付税△１，８０４万円、
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臨時財政対策債６５４万円、使用料及び手数料５１４万円の減額となって

います。 

 

・公共資産整備収支の部 

公共資産整備収支の部の支出は、５億７，１９０万円で、前年度に対し

１億５，７４１万円の減額となっています。主な要因としては、防災資機

材倉庫整備、中学校屋内運動場、天井小中学校空調整備事業など事業が２

５年度で完了したことによるものです。収入は、３億９，０３４万円で前

年度に対して１億６，５５０万円の減額となっています。主な要因として

は、上記事業実施にともなう特定財源として地方債発行額１億２，３１０

万円の減額などによるものです。 

 

・投資財務的収支の部 

投資・財務的収支の部の支出は、６億１，８９４万円で、前年度に対し

て７，６６８万円の減額となっています。主な要因としては、地方債償還

額８，７９３万円の減額によるものです。収入は、１，１１６万円で前年

度に対して８，９５８万円の減額となっています。主な要因としては、公

共施設等整備基金積立金の財源として国補助金４，４００万円、基金取崩

額４，６２０万円、公共資産等売却収入９３万円の減額に対し、基金に積

み立てた利子などその他収入１５５万円の増額の差し引きによるものです。 

 

・基礎的財政収支（プライマリーバランス） 

平成２６年度の基礎的財政収支は、６，５１３万円の赤字となっていま

す。これは、町営住宅等公共資産の整備にあたり、国補助金受入分を除く

財源の大部分を地方債により賄ったことによるものです。 

（単位：千円） 

区     分 金    額 

収入総額 

地方債発行額 

財政調整基金等取崩額 

支出総額 

地方債元利償還額 

財政調整基金等積立金 

4,625,812

△399,596

△75,526

△4,690,649

382,956

91,877

基礎的財政収支 △65,126
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 地 方 債  

発 行 額  

財 政 調 整 基 金 等  

取 崩 額  

   

 地 方 債  

元 利 償 還 額  

財 政 調 整 基 金 等  

積 立 金  

 

 
 
 

・町民一人あたりの資金収支計算書 

（単位：円） 

区    分 Ｈ25 年度 Ｈ26 年度 増減額 

収
支
の
部 

経 
 

常 

支出合計 272,029 285,722 13,693

収入合計 337,967 344,870 6,903

経常的収支額 65,938 59,148 △6,790

備
収
支
の
部 

公
共
資
産
整 

支出合計 59,710 46,689 △13,021

収入合計 45,508 31,867 △13,641

公共資産整備収支額 △14,202 △14,822 △620

的
収
支
の
部 

投
資
・
財
務 

支出合計 56,952 50,530 △6,422

収入合計 8,248 911 △7,337

投資・財務的収支額 △48,704 △49,619 △915

翌年度繰上充用金増減額 0 0 0

当年度歳計現金増減額 3,032 △5,293 △8,325

期首歳計現金残額 14,340 17,321 2,981

期末歳計現金残額 17,372 12,028 △5,344

 
  

支出総額

収入総額（前年度繰越金除く）

基礎的財政収支（プライマリーバランス） 

歳入 

歳出 
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６ 財務諸表を活用した各指標 

 
・社会資本形成の世代間負担比率 

貸借対照表は、まちがどういった財源（表右側）でどういった資産（表

左側）を形成しているか表すものです。負債は資産形成にかかる財源のう

ち将来に向けて負担しなければならない金額を、純資産は資産形成にかか

る財源のうち過去から今までの負担で賄われた金額を示しています。  
このことから資産合計を基準に純資産合計から過去及び現世代の負担率

を負債合計から将来世代の負担率を求めることができます。社会資本整備

によって生じる利益は将来にも及ぶものであり、世代間の負担の公平性と

いう観点から求める比率です。  
世代間負担率の平均的な値は、過去及び現世代負担比率で５０～９０％、

将来世代負担比率で１５～４０％の間と言われています。 

前年度と比較して、資産、負債及び純資産の合計に変動はあるものの一

定の水準を保っています。 

（単位：千円，％） 

項      目 
金 額 ・ 率 

Ｈ25 年度 Ｈ26 年度 増減額 

①  資産合計 32,735,778 32,589,216 △146,562

②  純資産合計 27,906,922 27,774,004 △132,918

③  負債合計 4,828,856 4,815,212 △13,644

過去及び現世代負担比率（②／①） 85.2 85.2 0.0

将来世代負担比率（③／①） 14.8 14.8 0.0

 

・歳入額対資産比率 

歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、形成された資産が

何年分の歳入に相当するかをみることができます。この比率が高いほどス

トックとしての社会資本の整備が進んでいると考えられます。 

歳入額対資産比率の平均的な値は、３．０～７．０の間といわれていま

す。前年度と比較して、歳入総額の増加割合以上に資産合計の増加割合が

伸長したことから比率は、０．１年分増加しています。 
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（単位：千円，年） 

項     目 
金 額 ・ 年 数 

Ｈ25 年度 Ｈ26 年度 増減額 

①資産合計 32,735,778 32,589,216 △146,562

②歳入総額 4,959,650 4,837,979 △121,671

歳入額対資産比率（①／②） 6.6 6.7 0.1

 

・有形固定資産の行政目的別割合 

貸借対照表に計上された有形固定資産の行政目的別割合をみることによ

り、行政分野別の公共資産形成の比重を把握することができます。 

道路、公園を有する①生活インフラ・国土保全が最も高く、次に学校教

育施設や社会教育施設を有する②教育、農業用水路等を有する産業振興、

庁舎や普通財産を有する⑦総務の順になっています。 

前年度と比較して、各行政目的別に資産金額の変動はあるものの比率の差

は、それほど生じていません。  
（単位：千円，％） 

行 政 目 的 
Ｈ25 年度 Ｈ26 年度 

資 産 金 額 構成比 資 産 金 額 構成比 

①  生活インフラ 

・国土保全 
10,628,939 35.6 10,850,127 36.4

②  教  育 8,373,870 28.0 8,211,464 27.5

③  福  祉 939,481 3.2 939,272 3.2

④  環境衛生 917,478 3.1 902,569 3.0

⑤  産業振興 4,966,658 16.6 4,895,239 16.4

⑥  消  防 124,942 0.4 154,853 0.5

⑦  総  務 3,903,407 13.1 3,875,674 13.0

合   計 29,854,775 100.0 29,829,198 100.0
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・資産老朽化比率 

有形固定資産のうち、土地以外の償却資産の取得価格に対する減価償却

累計額を計算することにより、取得した資産の老朽化度を把握することが

できます。これを資産老朽化比率といいます。 

資産老朽化比率の平均的な値は、３５～５０％の間といわれています。 

前年度と比較して、取得金額が４億２，０００万円増加するとともに減

価償却累計額が４億６，０７４万円増加しています。 

このことから老朽化割合は、０．９ポイント増加しています。 

（単位：千円，％） 

行政目的 

Ｈ25 年度 Ｈ 26 年度 

取得金額 
減価償却

累 計 額

老朽化

割 合
取得金額

減価償却 

累 計 額 

老朽化

割 合

① 生活インフラ

・国土保全 
7,034,879 3,015,414 42.9 7,393,662 3,169,176 42.9

② 教  育 10,810,483 4,678,652 43.3 10,770,559 4,801,134 44.6

③ 福  祉 1,144,176 635,232 55.5 1,166,159 657,424 56.4

④ 環境衛生 826,240 756,416 91.5 829,794 774,879 93.4

⑤ 産業振興 3,451,493 2,586,699 74.9 3,476,193 2,682,818 77.2

⑥ 消  防 288,737 233,975 81.0 324,881 240,208 73.9

⑦ 総  務 1,614,820 943,634 58.4 1,629,583 985,127 60.5

合   計 25,170,828 12,850,022 51.1 25,590,831 13,310,766 52.0

 

・公共資産対行政コスト比率 

公共資産（有形固定資産）に対する行政コストの比率をみることで、資

産を活用するためにどれだけコストがかけられているか、あるいはどれだ

けの資産でどれだけの行政サービスを提供しているかを分析することがで

きます。各行政分野におけるハード、ソフト両面にわたるバランスのとれ

た財源配分を検討するうえでも参考になる指標です。 

行政目的別では、施設が少なく住民サービスに直結する福祉や資産残額

の少ない環境衛生や消防は、相対的に高い比率となります。逆に道路など

の資産形成を主とする生活インフラ・国土保全の比率は、低い率となって
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います。 

このように行政目的別ごとに比率のばらつきはありますが、平均的な値

は、全体で１０～３０％の間といわれています。 

前年度と比較して、経常行政コストが１億６，８５７万円増加したのに

対し、有形固定資産が２，５３７万円減少したことから指標は０．６ポイ

ントの増加となりました。 

（単位：千円，％） 

行政目的 

Ｈ25 年度 Ｈ26 年度 

行政コスト計算書 

経常行政コスト a 

貸借対照表 

有形固定資産 b 

比 率 

（a/b）

行政コスト計算書 

経常行政コスト a 

貸借対照表 

有形固定資産 b

比 率 

（a/b） 

① 生活インフラ 

・国土保全 
592,284 10,628,939 5.6 630,111 10,850,127 5.8

② 教  育 663,438 8,373,870 7.9 656,237 8,211,464 8.0

③ 福  祉 1,412,524 939,481 150.4 1,496,751 939,272 159.4

④ 環境衛生 368,650 917,478 40.2 390,825 902,569 43.3

⑤ 産業振興 208,276 4,966,658 4.2 195,250 4,895,239 4.0

⑥ 消  防 195,863 124,942 156.8 198,263 154,853 128.0

⑦ 総  務 470,236 3,903,407 12.0 521,984 3,875,674 13.5

⑧ 議  会 77,199 - - 77,696 - -

⑨ 支払利息 52,060 - - 46,973 - -

⑩ 回収不能 

見 込 額 
7,303 - - 2,312 - -

⑪ そ の 他 0 78,836 0.0 0 79,048 0.0

合  計 4,047,833 29,933,611 13.5 4,216,402 29,908,246 14.1
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・地方債の償還可能年数 

まちの地方債（借金）残高を経常的に確保できる資金で返済した場合に

何年で返済できるかを表すもので、借金の多寡や債務返済能力を測る指標

です。 

償還可能年数の平均的な値は、３．０～９．０年の間の年数といわれてい

ます。 

前年度と比較して、地方債残高が６，２１７万円増加し、経常収支額が

減少していることから償還可能年数が２．６年増えています。 

（単位：千円，年） 

項    目 Ｈ25 年度 Ｈ26 年度 増減額 

①  貸借対照表（地方債残高） 4,167,967 4,230,138 62,171

②  資金収支計算書（経常的収支額） 

（うち地方債発行額及び基金取崩額を除く） 
540,414 411,178 129,236

地方債の償還可能年数（①／②） 7.7 10.3 2.6

 

・税収等対行政コスト比率 

純資産変動計算書の税収等（一般財源、補助金等受入うち一般財源等）

に対する純経常行政コストの比率を計算することにより、当年度の税収等

がどれだけ純経常行政コストに使われたかを把握することができます。比

率が１００％を下回った場合は、翌年度以降へ引き継ぐ資産が蓄積された

か翌年度以降の負債が減少したことになります。逆に上回った場合は、今

までに形成された資産を取り崩したか翌年度以降の負債が増加したことに

なります。 

行政コスト対税収等比率の平均的な値は、９０～１１０％といわれてい

ます。 

前年度と比較して、分母となる地方税収など一般財源が４，２７２万円

増加したものの補助金等受入２，５６１万円が減少し、分子となる扶助費

や人件費など純経常行政コストが１億６，６３１万円増加したことにより

指標は３．７ポイント増加しています。 

平成２６年度の行政コスト対税収等比率については１００％を上回った

ことから、行政コストの増加を今までに形成された資産の取り崩しにより

賄ったことを示しています。 
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（単位：千円，％） 

項     目 Ｈ25 年度 Ｈ26 年度 増減額 

①  純経常行政コスト 3,871,417 4,037,723 166,306

②  一般財源 2,986,433 3,029,151 42,718

③  補助金等受入 

（うちその他一般財源等） 
727,168 701,561 △25,607

④  減価償却による財源増 

（うち公共資産等国県補助金等）
55,375 61,739 6,364

⑤  臨時財政対策債発行額 234,033 227,496 △6,537

行政コスト対税収等比率 

（① ／（②＋③＋④＋⑤）） 
96.7 100.4 3.7
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